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禁無断転載 

本レポートで提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用

下さい。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、本レ

ポートで提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じた

としても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了承下さい。 

 



2018年3月14日 

日本貿易振興機構（JETRO） 

2017年の日中貿易（双方輸入ベース） 

～総額は3年ぶりに増加、6年ぶりに日本側の黒字に転じる～ 

ジェトロが財務省貿易統計と中国海関統計を基に、2017 年の日中貿易を双方輸入ベースでみたところ、総額

は前年比9.2％増の3,292億8,936万ドルとなり、3年ぶりに前年比で増加に転じた（注）。 

輸出（中国の対日輸入、以下同じ）は 13.7％増の 1,648 億 6,566 万ドル、輸入は 5.0％増の 1,644 億 2,370 万ド

ルとなった。その結果、日本の中国に対する貿易収支は4億4,196万ドルと、6年ぶりに黒字に転じた。 

この分析は、日本の対中輸出を中国の輸入統計でみる「双方輸入ベース」となっている。これは貿易統計が輸

出を仕向地主義、輸入を原産地主義で計上しており、香港経由の対中輸出（仕向地を香港としている財）が、日

本の統計では対中輸出に計上されないためである。中国の輸入統計には日本を原産地とする財がすべて計上

されることから、両国間の貿易は双方の輸入統計のデータがより実態に近いと考える。 

なお、中国の輸入統計はドルベース、日本の輸入統計はGlobal Trade Atlasによるドル換算値を用いている。 

＜ポイント＞ 

1. 輸出：機械類、乗用車、集積回路などの電気機器が輸出を牽引、伸び率は6年ぶりの2桁に

輸出は前年比13.7％増の 1,648 億 6,566 万ドルと、2年連続で増加した。機械類、車両などの品目が 2桁増と

なり、輸出額全体も2011年以来6年ぶりの2桁増となった。 

【品目別の特徴】（下線部は図表－2（1）ご参照） 

① 機械類（第 84 類、伸び率 26.9％、構成比 20.9％、寄与度 5.1）は、中国における旺盛な設備投資を背景に、

半導体、集積回路、フラットパネルディスプレイ等の製造用機器（8486）に加え、電子部品を実装するための

機械や産業用ロボットなどの機械類（8479）等の増加が牽引し、全体で26.9％増となった。

② 車両（第87類、伸び率19.1％、構成比10.0％、寄与度1.8）のうち、乗用車（8703）は、高級車の輸出が好調で

あった（特に排気量 3,000ｃｃ超の乗用車）。2017 年の中国の乗用車輸入台数のうち日本からの輸入の割合は

2016年の 26.8％から 1.2 ポイント上昇して 28.0％となり、前年に続き国・地域別で首位を維持した。自動車部

品（8708）は、同部品全体の69.5％を占めるギヤボックス・同部品（21.1％増）が牽引した。

③ 電気機器（第85類、伸び率4.5％、構成比25.6％、寄与度1.3）は、電話機の部分品（851770）が 9.4％減とな

ったものの、接続用の機器（8536）が 14.1％増加し、またスマートフォンや自動車に使用される電子部品であ

る多層式セラミックコンデンサー（853224）が 72.1％と大幅に伸びたことなどにより、全体で4.5％の増加となっ

た。

④ 精密機器（第90類、伸び率11.0％、構成比9.6％、寄与度1.1）のうち、スマートフォンのパネルなどに使われ

る液晶デバイス等（9013）は近年減少傾向にあったが、0.8％増と小幅ながら増加に転じた。一方、光ファイバ

ー（9001）が 23.5％増、測定用機器（9031）が 22.9％増と牽引したことで、精密機器全体では 11.0％増となっ

た。

【2018年の見通し】 

米スマートフォン大手の中国での新機種生産は 2017 年上半期にピークとなったものの、製造現場における自

動化ニーズ、自動車の電装化、AIやIoTの世界的な広がりは今後も続くことが予想される。また、中国政府は工業
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のミドル・ハイエンド化への移行を進めており、ハイテク産業分野を中心に今後も生産拡大が見込まれることから、

高機能の電子部品や機械類などの日本からの輸出は引き続き堅調に推移することが予想される。 

2. 輸入：スマートフォンなどの電気機器が牽引し、3年ぶりのプラスに

輸入は、前年比5.0％増の 1,644億2,370万ドルと、3年ぶりに増加に転じた。品目としては電気機器や機械な

どが増加した。 

【品目別の特徴】（下線部は図表－2（2）ご参照） 

① 電気機器（第85類、伸び率4.6％、構成比28.4％、寄与度1.3）は、スマートフォンなどの携帯電話端末（8517）

が数量の増加と単価の上昇により 3.9％増となった。一方、半導体デバイス（8541）は、22.7％減と大幅に減少

した。

② 機械（第 84 類、伸び率 7.5％、構成比 17.4％、寄与度 1.3）は、タブレット型端末などの自動データ処理機械

（8471）が 40.3％を占めるが、数量の増加と単価の上昇により 13.2％増となった。一方、印刷機（8443）は、数

量が減少し単価も下落したため、10.7％減となった。

③ がん具、遊戯用具及び運動用具（第95類、伸び率26.6％、構成比3.1％、寄与度0.7）は、2桁の増加となっ

た。45.0％を占めるビデオゲーム用のコンソール又は機器（9504）が64.0％増と牽引した。

④ 衣類及び衣類付属品（第61類、伸び率▲4.3％、構成比5.2％、寄与度▲0.2、第62類、伸び率1.2％、構成

比5.0％、寄与度0.1）、履物（第64類、伸び率▲4.9％、構成比1.7％、寄与度▲0.1）は減少した。これら製品

の輸入先として中国は最大だが、東南アジアなどへの生産拠点移管も進展しており、特に第 61 類の日本の

輸入総額に占める中国のシェアは低下傾向にある。過去5年の変化をみると、2012 年の 82.9％に対し 2017

年は66.6％と 16.3ポイント低下した。

【2018年の見通し】 

日本のスマートフォン市場は成熟期に入りつつあり、電気機器の輸入は横ばいもしくは鈍化すると見込まれる。

衣類は中国の人件費上昇に伴い、低価格品を中心に東南アジアなどへの生産移管が進んでおり、対中輸入の減

少傾向は変わらないと見込まれる。また、2018 年も環境規制の運用厳格化が続くとみられることから、化学品等の

輸入が下振れる可能性もある。 

3. 日本の貿易総額と輸入額に占める中国の比率は、引き続き1位を維持（財務省貿易統計）

日本の貿易における中国の構成比は、輸出が19.0％で前年比1.3ポイント拡大した一方、輸入は24.5％で1.3

ポイント縮小した。その結果、貿易総額に占める中国の構成比は21.7％と、前年比0.1ポイント拡大した。 

日本の対世界貿易において、中国は貿易総額と輸入額で引き続き第１位となった。それぞれ2007年以降11年

連続、2002年以降16年連続で第1位となっている。 

(注）財務省貿易統計の円ベース（輸出確報、輸入 9 桁速報）では、総額が 33 兆 3,378 億円（13.5％増）、輸出が

14兆8,917億円（20.5％増）、輸入が18兆4,461億円（8.4％増）となった。 

以上 
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レポートをご覧いただいた後、アンケート（所要時間：約 1 分）にご協力く

ださい。  

https://www.jetro.go.jp/form5/pub/ora2/20170104 

 

本レポートに関する問い合わせ先：  

日本貿易振興機構（ジェトロ）  

海外調査部 中国北アジア課  

 

〒107-6006 東京都港区赤坂 1－12－32 

TEL：03-3582-5181 

E-mail：ORG@jetro.go.jp 

https://www.jetro.go.jp/form5/pub/ora2/20170104
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